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大阪府総務部契約局建設工事成績評定要領

（目的）

第１条 この要領は、大阪府総務部契約局建設工事検査要領（以下「検査要領」という。）第

１３条に規定する成績評定（以下「評定」という。）に必要な事項を定め、厳正かつ的確な

評定の実施を図り、もって受注者の適正な選定及び指導育成に資することを目的とす

る。

（評定対象）

第２条 評定は、検査時の契約金額が２５０万円を超える建設工事を対象として行うものと

する。ただし、電気、ガス、水道又は電話の引込工事、建物等の解体工事等で契約局長

が必要でないと認めたものについては、評定を省略することができる。

（評定者）

第３条 前条の評定を行うもの（以下「評定者」という。）は、検査要領第２条第３号に定める

監督職員（以下「監督職員」という。）及び検査要領第２条第４号に定める検査員（以下

「検査員」という。）とする。

（評定の方法）

第４条 評定者は、監督、検査で確認した事項について、工事ごと及び評定者ごとに独立し

て的確かつ公正に評定を行うものとする。

２ 評定者は、契約局長が別に定める成績評定基準に基づいて評定を行い、成績評定書を

作成するものとする。

（評定の時期）

第５条 監督職員は建設工事完成時に、検査員は検査実施時にそれぞれ評定を行うものと

する。

（評定結果の報告）

第６条 検査員は、検査の成績評定結果（以下｢評定結果｣という。）について契約局長の決

裁を受けた後、監督職員の評定結果と併せて、検査要領第２条第１号に定める契約担当

者（以下「契約担当者」という。）に報告するものとする。

２ 契約担当者は、報告を受けた評定結果が大阪府入札参加停止要綱（以下｢入札参加停

止要綱｣という。）別表三（３）「建設工事等の履行成績が不良と判定された場合」に該当

する場合は、大阪府入札参加停止審査会（以下｢入札参加停止審査会｣という。）に速や

かにその旨を報告するものとする。
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（評定結果の通知と公表）

第７条 契約担当者は、検査員からの報告に基づき、検査要領第１０条第２項に規定する

検査合格書に成績評定点を記載し、項目別評定点内訳表（様式第１号）を添付して、評

定結果を速やかに当該契約の相手方（以下｢受注者｣という。）に通知するものとする。

２ 契約局長は、評定結果を当該評定結果に係る建設工事の検査を行った日の属する月

の翌々月の１０日までに、府のホームページ（以下「ホームページ」という）に掲載して公

表するものとする。

３ 前項の規定による公表は、成績評定結果表（様式第２号）により行うものとする。

（評定結果の説明請求等）

第８条 前条第１項に規定する通知を受けた受注者は、その評定結果について疑義がある

ときは、通知を受けた日から起算して１４日（「休日」を含む。）以内に、成績評定結果に関

する説明請求書（以下｢説明請求書｣という。）（様式第３号）により、契約担当者に対して

評定の内容について説明を求めることができる。

２ 前項の規定により説明を求められた場合、契約担当者は、大阪府総務部契約局競争入

札審査会（以下「競争入札審査会」という。）に諮ったうえ、成績評定結果に関する説明請

求に対する回答書(以下｢回答書｣という。）(様式第３－２号)により回答するものとする。

３ 契約担当者は、第1項の請求期間の徒過その他客観的かつ明白に請求の適格を欠くと

認められるときは、説明請求を受け取った日から起算して 14 日（「休日」を含む。）以内に

その請求を却下することができる。説明請求の却下は、却下通知書（様式第３－３号）に

より受注者に通知する。

４ 契約局長は、第２項の規定による回答が行われたときは、当該説明請求書及び回答書

の内容を成績評定結果に関する説明請求と回答表（様式第４号）に記載し、速やかにホ

ームページにより公表するものとする。

（評定結果の再説明請求等）

第９条 前条第２項に規定する回答書を受理した受注者は、その評定結果についてなお疑

義があるときは、説明請求の回答書を受理した日から起算して１４日（「休日」を含む。）

以内に、成績評定結果に関する再説明請求書（以下｢再説明請求書｣という。）（様式第５

号）により、契約担当者に対して評定の内容について再説明を求めることができる。

２ 契約担当者は、前項の規定による再説明請求があったときは、速やかに大阪府入札監

視等委員会に審議を依頼するものとし、その報告をふまえ、成績評定結果に関する再説

明請求に対する回答書（以下｢再回答書｣という。）（様式第５－２号）により回答するもの

とする。
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３ 契約担当者は、第１項の請求期間の徒過その他客観的かつ明白に請求の適格を欠くと

認められるときは、再説明請求を受け取った日から起算して１４日（「休日」を含む。）以内

にその請求を却下することができる。再説明請求の却下は、却下通知書（様式第３－３

号）により受注者に通知する。

４ 契約局長は、第２項の規定による回答が行われたときは、当該再説明請求書及び再回

答書の内容を成績評定結果に関する再説明請求と回答表（様式第６号）に記載し、速や

かにホームページにより公表するものとする。

（評定結果通知後の減点措置及び通知等）

第１０条 契約局長は、契約担当者が第７条第１項の規定による通知を行った後、受注者

が当該契約に関して次に定める措置内容に該当した場合は、それぞれに定める点数を

当該契約の評定結果から減点するものとする。

(１)大阪府入札参加停止要綱に基づき措置されたことによる減点

措置等の内容 点数

１ 当該契約に関して入札参加停止期間が３月以上 －10点

２ 当該契約に関して入札参加停止期間が２月以上３月未満 －８点

３ 当該契約に関して入札参加停止期間が１月以上２月未満 －６点

４ 当該契約に関して入札参加停止要綱上の警告 －４点

５ 当該契約に関して入札参加停止要綱上の注意喚起 －２点

注１）第７条第１項の規定による通知を行った日から５年を経過した年度末までに上の措

置が行われた場合に実施する。

注２）「大阪府入札参加停止要綱に基づき措置されたことによる」とは、受注者が同要綱

に定める措置要件に明らかに該当するが、入札参加登録を行っていないことにより

入札参加停止等の措置がなされなかった場合も含むものとする。

（２）大阪府公共工事等に関する暴力団排除措置要綱に基づき措置されたことによる減点

措置等の内容 点数

１ 当該契約に関して入札参加除外 －10点

注１）第７条第１項の規定による通知を行った日から１年を経過した年度末までに上の措

置が行われた場合に実施する。

注２）「大阪府公共工事等に関する暴力団排除措置要綱に基づき措置されたことによる」

とは、受注者が同要綱に定める措置要件に明らかに該当するが、入札参加登録を

行っていないことにより入札参加除外等の措置がなされなかった場合も含むものと

する。

（３）契約書に規定する完成検査時の指示事項（軽微なかし修補指示）に対する不履行によ
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る減点

措置等の内容 点数

当該契約に関して完成検査時の指示事項（軽微なかし修補指示）に対す

る不履行

－４点

注） 契約局長は、発注機関の長から完成検査時の指示事項（軽微なかし修補指示）に

対する不履行の報告を受けた場合は、「入札参加停止審査会」に速やかにその旨を

報告するものとする。

２ 前項の規定による減点を行った場合、契約担当者は、成績評定減点通知書（様式第７

号）により当該受注者に通知するものとする。

３ 前項の規定による通知を行ったときは、契約局長は、第７条第３項の規定により公表し

ている成績評定結果表について、当該受注者に係る評定点を減点後の評定点に速やか

に修正するものとする。この場合において、減点措置後の評定結果を減点後の成績評定

結果表（様式第８号）に記載し、速やかにホームページに掲載して公表するものとする。

４ 第１項を適用し減点措置を行った後の評定結果については、第６条第２項を適用しない

ものとする。

（減点通知の説明請求等）

第１１条 前条第２項の規定による通知を受けた受注者は、その評定結果の減点について

疑義があるときは、当該通知を受けた日から起算して１４日（「休日」を含む。）以内に、成

績評定減点に関する説明請求書（以下｢減点説明請求書｣という。）（様式第９号）により、

契約担当者に対して評定の内容について説明を求めることができる。

２ 前項の規定により説明を求められた場合、契約担当者は、競争入札審査会に諮った上、

成績評定減点に関する説明請求に対する回答書（以下｢減点に関する回答書｣という。）

（様式第９－２号）により、当該受注者に回答するものとする。

３ 契約局長は、前項の規定による回答が行われたときは、当該減点説明請求書及び減点

に関する回答書の内容を成績評定減点に関する説明請求と回答表（様式第１０号）に記

載し、速やかにホームページに掲載して公表するものとする。

（公表の期間）

第１２条 第７条第２項、第８条第４項、第９条第４項、第１０条第３項及び前条第３項の規定

による公表の期間は、ホームページに掲載した日の属する月の末日から起算して 1年間

とする。

（細則）

第１３条 この要領に定めるもののほか、契約局長が行う建設工事の契約に係る成績評定
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に関し必要な事項は、契約局長が別に定めるものとする。

附則 （施行期日）

１ この要領は、平成１７年４月１日から施行する。

２ この要領は、平成１９年４月１日から施行する。

３ この要領は、平成２０年４月１日から施行する。

４ この要領は、平成２１年４月１日から施行する。

５ この要領は、平成２２年３月２０日から施行する。

６ この要領は、平成２２年４月１日から施行する。

７ この要領は、平成２３年４月１日から施行する。

附則

１ この要領は、平成２３年７月１日から施行する。

２ この要領の規定に基づく公表については、この要領の施行の日以後に公表するものか

ら適用し、同日前に公表するものについては、なお従前の例による。

附則

この要領は、平成２５年４月１日から施行し、同日以降検査するものから適用する。

附則

この要領は、平成２８年４月１日から施行する。


